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1 はじめに

サプライチェインマネジメントは企業経営におけるキーファクターとして,近年注目が高まって
いる.製品の原材料の購入から,顧客への販売まで全てのプロセスを含むサプライチェインでは,
複数の企業が密接に絡み合っており,各主体の要求する事柄も異なるため,非常に複雑な状況とな
る.そのため,そのような状況を分析するために,サプライチェインにおける数理モデルは古く

から盛んに研究されてきた.複数の企業を含むような大きなサプライチェインでは,しばしば企業
間で競合が生じることがある.そのような競合状態における均衡状態の分析も盛んであり,ゲー
ム理論などの均衡分析を用いて,様々な研究がされてきた.例えば,Nagurney et al. [14] はサプ
ライチェインネットワーク均衡 (Supply Chain Network Equilibrium, SCNE) モデルを提案した.
SCNEモデルでは,複数の製造業者と小売業者と市場により構成されるネットワークについて,均
衡状態における製品の流通量や価格について分析が行われている.その後,SCNEモデルを拡張

したモデルがいくつか提案されている [6, 11, 17, 18]. 例えば,Dong et al. [6] は,Nagurney et al.
のSCNEモデルでは需要の不確実性が考慮されていないという点を改良するために,市場におけ

る需要の不確実性を考慮したモデルを提案した.また,山田ら [17] は製造業者と小売業者と市場
に加え,運送業者の4者によって構成されるSCNEモデルを提案している.

一方,近年では事業継続計画などといった活動の高まりとともに,サプライチェインにおける
リスクマネジメントが注目されている.サプライチェインにおける数理モデルとしては,そのリ

スクを不確実性ととらえてロバストなサプライチェインのためのモデルの研究が盛んにおこなわ

らている (例えば,[2,5,11,12,15] など). SCNEモデルとリスクマネジメントを扱った研究として,
平野・成島 [11] は,ロバスト最適化やロバストな均衡分析 (例えば,[1,3, 4] などを参照) の考えに
基づき,各主体間の不確実性に着目し,自分以外の主体の行動を正確には知ることが出来ないと

いう仮定の下で,最悪の状況を想定して意思決定を行うようなロバストSCNEモデルを考えた.し
かしながら,平野成島の研究では,Nagurney et al. のSCNEモデルと同様に市場における不確
実性は考慮していなかった.よって本研究では,Dong et al. [6] と平野成島 [11] の考えを組み合
わせて,市場における需要の不確実性を考慮したロバスト SCNEモデルを提案する.

2 需要の不確実性を考慮したRSCNEモデル

本研究では,サプライチェインの上流から順に,  m 個の製造業者, n 個の小売業者, n 個の市場が
存在するネッ トワークを想定する.製造業者は製品を製造し,それを小売業者へ供給する.小売業
者と市場は1対1に対応しており,小売業者は仕入れた製品を,対応する一つの市場へ販売する
(図1参照).製造業者は小売業者への供給量を,小売業者は製造業者への発注量と市場への供給量
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を決定することで,各々の費用を最小化する.市場では,後述する均衡条件を満たすように,小売業
者からの購入量と市場価格が決定される.

製造乗者
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図1: サプライチェインネッ トワークのイメージ

以下で,定式化に必要な記号を以下のように定義する (ただし, i=1, \cdots ,  m, j=1, \cdots ,  n と
する):

q_{ij} : 製造業者 i と小売業者 j による製品取引量,

$\rho$_{ij} : 製造業者 i から小売業者 j へ配送される製品の販売価格,

pj : 小売業者 j から市場 j へ提供される製品の販売価格.

これらの変数に対し,変数をまとめたベクトルを以下のようにあらわす:

q_{i}. := (q_{i1}, \cdots, q_{in})^{T}\in \mathbb{R}^{n},
q_{j} := (q_{1\mathrm{j}}, \cdots, q_{mj})^{T}\in \mathbb{R}^{m},

q_{-i}. := (q_{1}^{T}, \cdots q_{i-1}^{T}., q_{i+1}^{T}., \cdots, q_{m}^{T}.)^{T}\in \mathbb{R}^{n(m-1)},
q_{-j} := (q_{1}^{T}, \cdots, q_{j-1}^{T}, q_{j+1}^{T}, \cdots, q_{n}^{T})^{T}\in \mathbb{R}^{m(n-1)},

$\rho$_{i}. := ($\rho$_{i1}, \cdots $\rho$_{in})^{T}\in \mathbb{R}^{n},
$\rho$_{j} := ($\rho$_{1j}, \cdots, $\rho$_{mj})^{\mathrm{T}}\in \mathbb{R}^{m}.

ここで, q_{i} . は製造業者 i の生産量 (つまり,戦略) を表し,q.j は小売業者 j の戦略を表す.また,
q_{-i} . は製造業者 i における製造業者 i 以外の製造業者の戦略を表し, q_{-j} は小売業者 j における小

売業者 j 以外の小売業者の戦略を表す.次に,製造業者や小売業者の費用を表す関数などを以下
のように定義する:

f_{i} (q_{i}., q_{-i}.) : 製造業者 i の製品製造費用関数,

c_{i\mathrm{j}} (qij) : 製造業者 i に関する小売業者 j との取引費用関数,
hj (q.j, q_{-j}) : 小売業者 j の製品取扱費用関数,

\hat{d}_{j(j)}p : 市場 j の製品需要.

製造業者の製品製造費用は他の製造業者の変数 (戦略) に依存し,小売業者の製品取り扱い費用関
数は他の小売業者の変数に依存しているため,このネットワークは競合的なネットワークとなっ
ている.

2.1 製造業者について

本節では,製造業者の解く最適化問題を定式化し,その最適性条件を求める.以下では,製造

業者 i (i=1, \cdots , m) の製造費用関数あを以下の通りに定義する:

f_{i}(q_{i}., q_{-i}.) := (\displaystyle \sum_{j=1}^{n}q_{ij}) (a_{ii}+b_{i\mathrm{i}}\sum_{j=1}^{n}q_{1j}+\cdots+b_{ii}\sum_{j=1}^{n}q_{ij}+\cdots+b_{im}\sum_{j=1}^{n}q_{mj}) .
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ただし, a_{ii}, b_{is} (s=1, \cdots , m) は非負の定数とする.  a_{i}\in \mathbb{R}^{n} を全ての成分に a_{\dot{u}} を持つベクトル,
B_{is}\in \mathbb{R}^{n\times n} (s=1, \cdots , m) を全ての成分に b_{is} を持つ行列とすると,

f_{i} (q_{i}., q_{-i}.) :=a_{i}^{T}q_{i}. +q_{i}^{$\tau$_{B_{ii}}}q_{i}. +\displaystyle \sum_{l\neq $\iota$}^{m}q_{i}^{T}B_{ilq $\iota$}l=1^{\cdot}.
となる.このときの製造業者 i (i=1, \cdots , m) の総利益のマイナス倍 (総費用) を $\Psi$_{i}(q_{i}., q_{-i}.) とお
けば,

$\Psi$_{i}(q_{i}., q_{-i}.)=-$\rho$_{i}^{T}q_{i}. +\displaystyle \sum^{n}c_{ij}(q_{ij})+a_{i}^{T}q_{i}. +q_{i}^{$\tau$_{B_{ii}}}q_{i}. +\sum_{\mathrm{t}\neq t}^{m}q_{i}^{$\tau$_{B_{il}}}q_{l}j=1^{\cdot} $\iota$=1^{\cdot}.
となる.ここで,製造業者 i は自分以外の製造業者の決定変数を正確に知ることが出来ず,相手の戦
略を \tilde{q}_{l}. =q_{l}. +M_{il}\triangle u_{l} (l=1, \cdots, i-1, i+1, \cdots , m) といった形式で認識するものとする.さら

に自身にとって最悪のケースが生じたときの総費用を最小化するものとする.ただし, Mu\in \mathbb{R}^{n\mathrm{x}n}

を正定値対称行列であり,  $\Delta$ u_{l} は \Vert $\Delta$ u_{l}\Vert\leq 1 を満たすものとする.この時,製造業者 i の製造業者
l (l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m) に対する不確実性を表す集合 U_{il} は

U_{il}:=\{\tilde{q} $\iota$\cdot=q $\iota$\cdot+M_{il} $\Delta$ u_{l}| \Vert $\Delta$ u_{l}\Vert\leq 1\}

と表すことができる.ここで,最悪のケースが起きたときの総費用を \tilde{ $\Psi$}_{i} (qi., q_{-i}. ) とおくと,

\displaystyle \tilde{ $\Psi$}_{i}(q_{i}., q_{-i}.)=\max\{$\Psi$_{i}(q_{i}.,\tilde{q}_{-i}.)|\tilde{q}-i\cdot\in U_{-i}\},

となる.ただし, \tilde{q}_{-i}. := ((\overline{q}_{1}.)^{T}, \cdots, (\overline{q}_{i-1}.)^{T}, (\tilde{q}_{i+1}.)^{T}, \cdots, (\tilde{q}_{m}.)^{T})^{T}, U_{-i}:=\displaystyle \prod^{m}l=1U_{il} である.通
 $\iota$\neq t

常は \tilde{ $\Psi$}_{i} (qi., q_{-i}. ) は $\Psi$_{i} (qi., \tilde{q}_{-i}. ) の上限 ( \displaystyle \sup ) として表されるが,今回は $\Psi$_{i}(q_{i}.,\tilde{q}_{-i}.) が連続で,かつ
U_{-i} がコンパクトであるので, \tilde{ $\Psi$}_{i} (qi., q_{-i}. ) は $\Psi$_{i} (qi., \tilde{q}_{-i}. ) の最大値として記しても差し支えない.
したがって,製造業者 i が最小化すべき総費用関数は

\displaystyle \tilde{ $\Psi$}_{i}(q_{i}., q_{-i}.)=-$\rho$_{i}^{T}q_{i}. +\sum_{j=1}^{n}c_{ij}(q_{ij})+a_{i}^{T}q_{i}.
+q_{i}^{ $\tau \tau$ m}B_{ii}q_{i}. +\displaystyle \sum^{m}\downarrow=1q_{i}.B_{il}q_{l}. +\sum $\iota$=1l\neq ll\neq i\Vert $\Delta$ \mathrm{u}_{l}||\leq 1\max q_{i}^{T}B_{il}M_{il}\triangle u_{l} .

となる.ma q_{i}^{T}B_{il}M_{il} $\Delta$ u_{l}= \Vert M_{il}^{T}B_{il}^{T}q_{i}.\Vert= \Vert M_{il}B_{ilq_{i}}.\Vert であるから,製造業者  i の戦略は次の
\Vert\triangle u_{l}\Vert\leq 1

二次錐計画問題の解となる:

\displaystyle \min_{\mathrm{q}_{i}.,s} \hat{ $\Psi$}_{i}(q_{i}., q_{-i}., s_{i})=-$\rho$_{i}^{T}q_{i}. +\displaystyle \sum^{n}c_{\dot{ $\tau$}j}(q_{ij})+a_{i}^{T}q_{i}. +q_{i}^{T}B_{ii}q_{i}.+\displaystyle \sum_{=j=1$\iota$_{l\neq\cdot l\neq $\tau$}1}^{m}.B_{i}
s.t. 0\leq q_{i} ., \Vert M_{il}B_{il}q_{i}.\Vert\leq s_{il} (l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m) . (1)

ここで s_{i}:= (s_{i1}, \cdots , s_{ii-1}, s_{ii+1}, \cdots , s_{im})^{T} である.問題 (1) の実行可能領域を T_{i} とおくと,易は
次の通りとなる:

T_{i} :=\{ (q_{i}^{T}, s_{i}^{T})^{T} |0\leq q_{i}., \Vert M_{il}B_{il}q_{i}.\Vert\leq s_{il} (l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m)\}.
以下では,取引費用関数 cij (qij) は凸関数であると仮定する. f_{i} (qi., q_{-}のはqi. について凸であるの
で, \hat{ $\Psi$}_{i} は凸関数である.また T_{i} は空でない凸集合であるから,(1) は凸計画問題である.したがっ
て(1) の最適性条件は

\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\{(\frac{\partial f_{i}(q_{i}^{*}.,q_{-i}.)}{\partial q_{ij}}+\frac{d\mathrm{c}_{ij}(q_{ij}^{*})}{dq_{ij}}-$\rho$_{ij}) \times (q_{ij}-q_{ij}^{*})\}+\sum_{ $\iota$\neq l}^{m}l=1(s_{il}-s_{il}^{*})\geq 0 , (2)

\forall(q_{i}^{T}, s_{i}^{T})^{T}\in T_{i}.
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となる.ただし, (q_{i}^{*}., s_{i}^{*}) を(1) の最適解とする.各製造業者の最適性条件 (2) を全ての製造業者に
ついてまとめると次式が得られる :

\displaystyle \sum_{i=1}^{m}\sum_{j=1}^{n}\{(\frac{\partial f_{i}(q_{i}^{*}.,q_{-i}^{*}.)}{\partial q_{ij}}+\frac{dc_{\dot{ $\tau$}j}(q_{ij}^{*})}{dq_{ij}}-p_{ij}) (q_{ij}-q_{ij}^{*})\}+\sum^{m}\sum_{\downarrow\neq $\iota$}^{m}(s_{il}-s_{il}^{*})i=1l=1\geq 0 , (3)

\forall(q^{T}, s^{T})^{T}\in T.
ただし

T:=\{(q^{T}, s^{T})^{T} |0\leq q, \Vert M_{il}B_{il}q_{i}.\Vert\leq s_{il} (i=1, \cdots \rangle m, l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m)\},
とし, q := (q_{1}^{T}, \cdots, q_{m}^{T}.)^{T}, s := (s_{1}^{T}, \cdots, s_{m}^{T})^{T} とする.集合 \mathrm{T} の定義より q \geq  0 であるため,

条件 (3) は, q_{ij}^{*} が正であるならば $\rho$_{ij} = \displaystyle \frac{\partial f:(q^{*}.,q_{-:}^{*}.)}{\partial q_{ $\alpha$ g}}+\rightarrow^{dc_{n}J(\mathrm{q}_{l}^{\mathrm{r}})dq_{ $\iota$ g}} が成立し, q_{ij}^{*} が 0 であるならば,

$\rho$_{ij}\displaystyle \leq\frac{\partial f\cdot(q_{i}^{*},q_{-}^{*}..)}{\partial q_{lg}}+\rightarrow^{d\mathrm{c}_{1}J(q_{.}^{*})dqig} が成立することを意味している.

2.2 小売業者の問題

本節では,小売業者の解く問題を定式化し,その最適性条件を導出する.まず,小売業者 j(j=
1, \cdots, n) の製品取扱費用関数 hj を製造業者における製造費用関数あと同様に以下で定義する:

h_{\mathrm{j}}(q_{j}, q_{-j}):= (\displaystyle \sum_{i=1}^{m}q_{ij}) ($\delta$_{jj}+$\gamma$_{j1}\displaystyle \sum_{i=1}^{m}q_{i1}+\cdots+$\gamma$_{jj}\sum_{i=1}^{m}q_{ij}+\cdots+$\gamma$_{jn}\sum_{i=1}^{m}q_{in}) . (4)

ここで $\delta$_{jj} と $\gamma$_{jt} (t=1, n) は非負の定数であり , $\delta$_{j}\in \mathbb{R}^{m} を全ての成分に $\delta$_{jj} を持つベクトル,
$\Gamma$_{jt}\in \mathbb{R}^{m\times m} を全ての成分に伽を持つ行列とすると,(4) は

h_{j} (q.j, q_{-j})=$\delta$_{j}^{T}q_{j}+q_{j}^{T}$\Gamma$_{jj}q_{j}+\displaystyle \sum_{r=1,r\neq \mathrm{J}}^{n}q_{j}^{T}$\Gamma$_{jr}q_{r} (5)

であらわされる.また,製品の需要 \hat{d}_{j} (pj) (j=1, \cdots, n) は,パラメータpjを含む確率密度関数
\mathcal{F}_{j} (x ,pj) を伴った確率変数であるとする.すなわち,

乃(x , pj ) =P[d(p_{j})\displaystyle \leq x]=\int_{0}^{x}\mathcal{F}_{\mathrm{j}}(x,p_{j})dx
であるとする.

以下では簡単のために小売業者 j の総取引量を Qj=\displaystyle \sum_{i=1}^{m}q_{ij} で表すこととする.小売業者は仕

入か需要のうち,小さいほうしか売ることができないため,小売業者 j の販売量は \displaystyle \min\{Q_{j}, \hat{d}_{j} (pj) \}
となる.また,在庫過剰 \triangle_{j}^{+} と欠品量 \triangle_{\overline{j}} はそれぞれ以下のようになる:

$\Delta$_{\mathrm{j}}^{+}:=\displaystyle \max\{0, Q_{j}-\hat{d}_{j}(p_{j})\} , $\Delta$_{\mathrm{j}}^{-}:=\max\{0, \hat{d}_{j}(p_{\mathrm{j}})-Q_{j}\}.
また, $\Delta$_{j}^{+} と $\Delta$_{\overline{\mathrm{j}}} の期待値を次の通りに記す:

e_{j}^{+}(Q_{j},p_{j}) \equiv  E($\Delta$_{j}^{+})=\displaystyle \int_{0}^{Q_{J}} (Qj — x ) \mathcal{F}_{\mathrm{j}}(x,p_{j})dx,

e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j}) \equiv  E($\Delta$_{j}^{-})=\displaystyle \int_{Q_{J}}^{\infty} (x — Qj ) \mathcal{F}_{\mathrm{j}}(x,p_{j})dx.
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ここで在庫過剰と品切れに対するペナルティをそれぞれ $\lambda$_{j}^{+}, $\lambda$_{\overline{j}} として与え,これらに関する損失
額の期待値を,

E($\lambda$_{j}^{+}$\Delta$_{j}^{+}+$\lambda$_{j}^{-}\triangle_{j}^{-})=$\lambda$_{j}^{+}e_{j}^{+}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{j}^{-}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})
とする.売上はpjmin \{Q_{j}, \hat{d}_{j} (pj) \} となるから,小売業者の総費用 (総利益のマイナス倍) の期待
値は

-$\Phi$_{j} (q.j, q_{-j},p_{j})=E(\displaystyle \mathrm{p}_{\mathrm{j}}\min\{Q_{j},\hat{d}_{j}(p_{\mathrm{j}})\}) -E($\lambda$_{j}^{+}\triangle_{j}^{+}+$\lambda$_{j}^{-}$\Delta$_{j}^{-}) -h_{j} (q.j, q_{-j})-$\rho$_{j}^{T}q_{j}

となる.ここで, \hat{d}_{j} (pj) の期待値を d_{j} (pj) で表すと, \displaystyle \min\{Q_{j}, \hat{d}_{j} (pj) \}=\hat{d}_{j}(pj)-$\Delta$_{\overline{j}} であるから,
(5) より

$\Phi$_{j}(q_{j}, q-j,p_{j})=-p_{i}d_{j}(p_{j})+p_{j}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{j}^{+}e_{j}^{+}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{j}^{-}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})

+$\rho$_{j}^{\mathrm{T}}q_{j}+$\delta$^{T}q_{j}+q_{j}^{T}$\Gamma$_{jj}q_{j}+\displaystyle \sum_{r=1,r\neq J}^{n}q_{j}^{T}$\Gamma$_{\mathrm{j}r}q_{7}.
となる.ここで小売業者も製造業者と同様に,自分以外の小売業者の決定変数を正確に知ることが
できず,誤差を含んだ状態で予測し,自身にとって最悪のケースが起きたときの総費用を最小化す
るものとする.

つまり,小売業者 r (r= 1, \cdots , j-1,j+1, \cdots , n) の決定変数￠r を \tilde{q}_{r} :=q_{r}+N_{jr} $\Delta$ v_{r} (r=
1, \cdots ,  j-1, j+1, \cdots ,  n) という形式でしか知ることが出来ないものとする.ただし,N陽 r\in \mathbb{R}^{m\times m}

は正定値対称行列であり,  $\Delta$ v_{r}\in \mathbb{R}^{m} は \Vert $\Delta$ v_{r}\Vert \leq 1 を満たすものとする.この時,小売業者 j の小
売業者 r (r=1, \cdots ,j-1,j+1, \cdots , n) に対する不確実性を表す集合 V_{-j} は

V_{J^{r}}\prime:=\{\tilde{q}_{r}=q_{r}+N_{jr} $\Delta$ v_{r}| \Vert $\Delta$ v_{r}\Vert\leq 1\}

であらわされる.ここで,小売業者 j にとって最悪のケースが生じたときの総費用を \tilde{ $\Phi$}_{i} (q.j, q-j ,pj)
とおく と,

\displaystyle \tilde{ $\Phi$}_{j}(q_{\mathrm{j}}, q.-J\prime,p_{j})=\max\{$\Phi$_{j}(q_{j},\tilde{q}_{-j},p_{j})|\tilde{q}-j\in V_{-j}\}

となる.ただし, \tilde{q}_{-j}:= ((\tilde{q}_{1})^{T}, \cdots, (\tilde{q}.j_{-1})^{T}, (\overline{q}.j+1)^{T}, \cdots , (\tilde{q}_{n})^{T})^{T}, V_{-j}:=\displaystyle \prod_{r\neq}^{n}r=」 V_{jr} である.
このとき,小売業者 j が最小化すべき関数は次の通りである:

\tilde{ $\Phi$}_{j}(q_{j}, q_{-j},p_{j})=-p_{i}d_{j}(p_{j})+p_{j}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{\mathrm{j}}^{+}e_{\mathrm{j}}^{+}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{j}^{-}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})

+$\rho$_{j}^{T}q_{j}+$\delta$^{T}q_{j}+q_{j}^{T}$\Gamma$_{jj}q_{j}+\displaystyle \sum_{J}^{n}q_{j}^{T}$\Gamma$_{jr}q_{r}+\sum_{\Vert\triangle}^{n} \max_{v_{r}||\leq 1,r=1r=1}q_{j}^{T}$\Gamma$_{jr}N_{jr} $\Delta$ v_{r}r\neq.\cdot r\neq J^{\cdot} .

製造業者の場合と同様に考えると,小売業者 j の戦略は以下の二次錐計画問題の解となる:

\displaystyle \min \hat{ $\Phi$}_{j} (q.j, q_{-j},p_{j}, t_{j})= -p_{j}d_{j}(p_{j})+p_{j}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{j}^{+}e_{j}^{+}(Q_{j},p_{j})+$\lambda$_{j}^{-}e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})q_{\mathrm{J}},t_{J}

+$\rho$_{j} $\tau$ q_{j}+ $\delta \tau$_{q_{j}+q_{j_{r\neq r\neq J}}^{T}}.$\Gamma$_{jj}q_{j}+\displaystyle \sum_{r=1,J}^{n}q_{j}^{T}$\Gamma$_{jr}q_{r}+\sum_{r=1}^{n}t_{jr} , (6)

s.t. 0\leq q_{j}, \Vert N_{jr}$\Gamma$_{j_{7}}.q_{j}\Vert\leq t_{jr} (r=1, \cdots , j-1,j+1, \cdots , n) .

ただし, t_{j}:= (t_{j1}, \cdots , t_{jj-1}, t_{jj+1}, \cdots, t_{jn})^{T} である.問題 (6) の実行可能領域を S_{j} とおくと,

S_{j} :=\{ (q_{j}^{T}, t_{j}^{T})^{T} |0\leq q_{j}, \Vert N_{jr}$\Gamma$_{jr}q_{j}\Vert\leq t_{jr} (r=1, \cdots , j-1, j+1, \cdots , n)\}
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となる.亀は空でない凸集合であり, \hat{ $\Phi$}_{j} は(q.j, tj) に関して凸であるから,(6) は凸計画問題とな
る.ここで,単純な計算から

\displaystyle \frac{\partial e_{j}^{+}(Q_{j},p_{j})}{\partial q_{ij}}=P_{j}(Q_{j\rangle}p_{j}) , \frac{\partial e_{j}^{-}(Q_{j},p_{j})}{\partial q_{ij}}=P_{J}(Q_{j},p_{j})-1
となるため,問題 (6) の最適性条件は次の通りとなる:

\displaystyle \sum_{i=1}^{m}\{$\lambda$_{j}^{+}P_{j}(Q_{\mathrm{j}}^{*},p_{j}^{*})-($\lambda$_{j}^{-}+p_{j}^{*})(1-P_{j}(Q_{j}^{*},p_{j}^{*}))+\frac{\partial h_{j}(q_{j}^{*},q_{-\mathrm{j}})}{\partial q_{ij}}+$\rho$_{ij}\}(q_{ij}-q_{ij}^{*})
+\displaystyle \sum_{r=1,r\neq J}^{n}(t_{jr}-t_{jr}^{*})\geq 0, \forall(q_{j}^{T}, t_{j}^{T})^{T}\in S_{j} . (7)

さらに,最適性条件 (7)を全ての小売業者についてまとめることで,次式を得る:

\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\sum_{i=1}^{m}\{$\lambda$_{j}^{+}P_{j}(Q_{j}^{*},p_{j}^{*})-($\lambda$_{j}^{-}+p_{j}^{*})(1-P_{j}(Q_{j}^{*},p_{j}^{*}))+\frac{\partial h_{j}(q_{j}^{*},q_{-j}^{*})}{\partial q_{ij}}+$\rho$_{ij}\}(q_{ij}-q_{ij}^{*})
+\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\sum_{r=1,r\neq J}^{n}(t_{jr}-t_{jr}^{*})\geq 0, \forall(q^{T}, t^{T})^{T}\in S . (8)

ただし, t:= (t_{1}^{T}, \cdots , t_{n}^{T})^{T} とし,

S:=\{(q^{T}, t^{T})^{T} |0\leq q)\Vert N_{jr}$\Gamma$_{jr}q_{j}\Vert\leq t_{jr} (r=1, \cdots j-1,j+1, \cdots , n, j=1, \cdots , n)\}
とする.

2.3 市場の均衡条件

本論文では,Dong et al. [6] に倣 1_{\vee}\backslash , 市場 j (j=1, \cdots , n) では,均衡状態において,以下の条
件が満たすようなpj (j=1, \cdots ,n) が選択されるものと仮定する:

\left\{\begin{array}{l}
\hat{d}_{j}(p_{j})\leq\sum_{i=1}^{m}q_{ij} \mathrm{a}\mathrm{l}\mathrm{m}\mathrm{o}\mathrm{s}\mathrm{t} \mathrm{e}\mathrm{v}\mathrm{e}\mathrm{r}\mathrm{y}\mathrm{w}\mathrm{h}\mathrm{e}\mathrm{r}\mathrm{e}, \mathrm{i}\mathrm{f} p_{j}=0,\\
\hat{d}_{j}(p_{j})=\sum_{i=\mathrm{i}}^{m}q_{ij} \mathrm{a}\mathrm{l}\mathrm{m}\mathrm{o}\mathrm{s}\mathrm{t} \mathrm{e}\mathrm{v}\mathrm{e}\mathrm{r}\mathrm{y}\mathrm{w}\mathrm{h}\mathrm{e}\mathrm{r}\mathrm{e}, \mathrm{i}\mathrm{f} p_{j}>0.
\end{array}\right. (9)

上記の均衡条件は,よく知られた経済的な均衡条件に対応している.詳細は [6, 13] などを参照さ
れたい.なお,(9) を満たす pj を求めることは,以下の不等式を満たす塔を求めることと等価で
ある:

\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\{(Q_{j}^{*}-d_{j}(p_{j}^{*}))(p_{j}-p_{j}^{*})\}\geq 0, \forall p\in \mathbb{R}_{+}^{n}.
ただし, p= (pi, . . . , p_{n})^{T} とする.
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2.4 変分不等式問題への定式化

上述した最適性条件 (3), (8) と均衡条件 (9) より,定式化した均衡問題と等価な以下の変分不等
式問題が得られる :

\displaystyle \sum_{i=1}^{m}\sum_{j=1}^{n}[\{\frac{\partial f_{i}(q_{i}^{*}.,q_{-i}^{*}.)}{\partial q_{ij}}+\frac{\partial \mathrm{c}_{ij}(q_{ij}^{*})}{\partial q_{ij}}+\frac{\partial h_{j}(q_{j}^{*},q_{-j}^{*})}{\partial q_{ij}}+$\lambda$_{j}^{+}P_{j}(Q_{j}^{*},p_{j}^{*})
-($\lambda$_{j}^{-}+p_{j}^{*})(1-P_{j}(Q_{j}^{*},p_{j}^{*}))\}(q_{ij}-q_{ij}^{*})]

+\displaystyle \sum_{j=1}^{n}\{(Q_{j}^{*}-d_{j}(p_{j}^{*}))(p_{j}-p_{j}^{*})\}+\sum_{i=1}^{m}\sum_{l=1}^{m}(s_{il}-s_{il}^{*})+\sum_{j=1}^{n} \sum_{r=1,l\neq:r\neq J}^{n}(t_{jr}-t_{jr}^{*})\geq 0,
\forall x=(q^{T},p^{T}, s^{T}, t^{T})^{T}\in K . (10)

ただし

K=\{(q^{T},p^{T}, s^{T}, t^{T})^{T}|0\leq q_{i}.,0\leq p_{j}, \Vert M_{il}B_{il}q_{i}.\Vert\leq s_{il}, \Vert N_{jr}$\Gamma$_{jr}q_{j}\Vert\leq t_{jr}
(i=1, \cdots , m, l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m,

j=1, \cdots, n, r=1, \cdots j-1,j+1, \cdots, n)\}

とする.今後は,この変分不等式問題を

Find x^{*}\in K such that F(x^{*})^{T}(x-x^{*})\geq 0, \forall x\in K (11)

と表記する.ただし,

F(x):= \left\{\begin{array}{llllll}
\frac{\partial f_{1}(q\mathrm{l}\mathrm{q}_{-\mathrm{l}})}{\^{o} q_{\mathrm{l}\mathrm{l}}}+ & \frac{\partial c11(\mathrm{q}11)}{\ovalbox{\tt\small REJECT} q\mathrm{l}1}+ & \frac{\partial h_{1}(\mathrm{q}1\mathrm{q}-\mathrm{l})}{\ovalbox{\tt\small REJECT} q_{\mathrm{l}1}}+$\lambda$_{1}^{+}P_{1}(Q_{1} & p_{\mathrm{l}})-($\lambda$_{\mathrm{l}}^{-} & +p_{1})(1- & P_{1}(Q_{1},p_{1}))\\
 &  &  &  &  & \\
\frac{\partial f_{\mathrm{l}}(\mathrm{q}_{1},\mathrm{q}_{-1})}{\partial \mathrm{q}_{1n}}+\frac{\partial c1n(q_{1\mathfrak{n}})}{\partial q_{1n}}+ &  & \frac{ $\theta$ h_{n}(\mathrm{q}_{n},\mathrm{q}_{-\mathfrak{n}})}{\partial \mathrm{q}_{1n}}+$\lambda$_{n}^{+}P_{n}(Q_{n} &  & p_{n})-($\lambda$_{n}^{-} & +p_{n})(1-P_{n}(Q_{n},p_{n}))\\
 &  &  &  &  & \\
\frac{\partial f_{m}(\mathrm{q}_{m},\mathrm{q}_{-m})}{\partial q_{n1}}+ &  & \frac{\partial h_{1}(\mathrm{q}_{\mathrm{l}},\mathrm{q}_{-1})}{\partial \mathrm{q}_{m1}}+$\lambda$_{1}^{+}P_{1}(Q_{1},p_{1})-($\lambda$_{1}^{-} & \frac{\partial \mathrm{c}_{m1}(\mathrm{q}_{m\mathrm{l}})}{\partial q_{m1}}+ &  & +p_{1})(\mathrm{l}-P_{1}(Q_{1},p_{\mathrm{l}}))\\
 &  &  &  &  & \\
\frac{\partial f_{m}(\mathrm{q}_{m},q_{-m})}{\partial q_{mn}}+\frac{\partial \mathrm{c}_{mn}(q_{mn})}{\partial \mathrm{q}_{m\mathfrak{n}}}+ &  & \frac{\partial h_{n}(\mathrm{q}_{n},\mathrm{q}_{- n})}{\partial \mathrm{q}_{\mathrm{m}\mathfrak{n}}Q_{1}}+$\lambda$_{n}^{+}P_{n}(Q_{n},p_{n})-($\lambda$_{n}^{-}-d_{1}(p_{\mathrm{l}}) & +p_{n})(\mathrm{l}- &  & P_{n}(Q_{n},p_{n}))\\
 &  &  &  &  & \\
 &  & Q_{n}-d_{m}(p_{n}) &  &  & \\
 &  & \mathrm{l} &  &  & \\
 &  &  &  &  & \\
 &  & 1 &  &  & 
\end{array}\right\}
である.

3 変分不等式問題の解の存在性唯一性

本節では,2節で定式化した変分不等式問題 (10) の解の存在性と唯一性を議論する.まず最初
に,解の存在性について考える.以下では十分大きな正の定数 b_{1}b_{2}, b_{3} , b4に対して,集合 K^{b} を
次の通りに定義する.

K=\{(q^{T},p^{T}, s^{T}, t^{T})^{T}|0\leq q_{i\mathrm{j}}\leq b_{1}, 0\leq p_{j}\leq b_{2}, \Vert M_{il}B_{il}q_{i}.\Vert\leq s_{il}\leq b_{3}, \Vert N_{jr}$\Gamma$_{jr}q_{j}\Vert\leq t_{jr}\leq b_{4}

(i=1, \cdots , m, l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m, j=1, \cdots , n, r=1, \cdots,j-1,j+1, \cdots , n)\}
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b_{1}-b_{4} が十分大きい場合, K^{b} は空でないコンパクト集合となるため,以下の変分不等式問題

Find x^{b}\in K^{b} such that F(x^{b})^{T}(x-x^{b})\geq 0, \forall x\in K^{b} (12)

は少なくとも一つの解を持つ.ここで,以下の補題を紹介する [13].

補題1. 変分不等式問題 (10) が解を持つための必要十分条件は,変分不等式問題 (12) が

q_{ij}^{b}<b_{1}, p_{j}^{b}<b_{2}, s_{il}^{b}<b_{3}, t_{jr}^{b}<b_{4}
for all i=1, \cdots ,  m, l=1, \cdots ,  i-\mathrm{i}, i+1, \cdots ,  m,

j=1, \cdots , n, r=1, \cdots j-1, j+1, \cdots , n

を満たすような解 x^{b}= ((q^{b})^{T}, (p^{b})^{T}, (s^{b})^{T}, (t^{b})^{T})^{T} を持つことである.

定理の証明のために以下の条件を満たす正の定数  $\eta$ を定義する:

 $\eta$\displaystyle \geq\max\forall i,j,q_{l}J\in[0,b_{1}]\{\frac{\partial f_{i}(q_{i}.,q_{-i}.)}{\partial q_{ij}}+\frac{\partial c_{\mathrm{i}j}(q_{ij})}{\partial q_{ij}}+\frac{\partial h_{j}(q_{j},q_{-j})}{\partial q_{ij}}+$\lambda$_{j}^{+}\}
ここで, f_{i}, c_{ij}, h_{j} はそれぞれ連続微分可能であり,考えている領域がコンパクトであるため,  $\eta$

は定義可能である.ここで,解の存在性を保証するために以下の仮定を与える.

仮定1. ある正の定数  N に対し,定数  $\epsilon$\in (0,1 ] が存在して, \forall q_{ij} \leq N と \forall pj \leq $\eta$/ $\epsilon$ (\forall i, j) に対
して,

 P_{j}(Q_{j}, d_{j}(p_{j}))=\displaystyle \int_{0}^{Q_{J}}\mathcal{F}_{j}(x,p_{j})dx\leq 1- $\epsilon$ (13)

が成立する.さらに,正の定数  M が存在して, qij\geq N を満たす \forall q_{ij} について,

\displaystyle \frac{\partial f_{i}(q_{i}.,q_{-i}.)}{\partial q_{ij}}+\frac{\partial c_{ij}(q_{i_{J}})}{\partial q_{ij}}+\frac{\partial h_{j}(q_{j},q_{-j})}{\partial q_{ij}}+$\lambda$_{j}^{+}P_{j}(Q_{j},p_{j})-($\lambda$_{j}^{-}+p_{j})(1-P_{j}(Q_{j},p_{j}))\geq M (14)

が成り立つ.

一つ目の仮定は分布関数 \mathcal{F}_{j} が正規分布のように全域で 0 ではない値を持つような場合には自然

な仮定である.一方,二つ目の仮定は,ある程度の流通量 (q_{ij}) が存在する場合には製品取り扱
い費用関数など (f_{i}, \mathcal{C}_{\dot{2}}j, hj) の限界費用が大きくなることを意味しており,これも現実的な仮定で

あるといえる.ここで,仮定1のもとで補題1を用いることで,以下の解の存在性についての定理
が得られる.

定理2. 仮定1が満たされているとき,変分不等式問題 (10) は少なくとも解を一つ持つ.

次に解の唯一性について考える.まず,準備として j=1, \cdots ,  n に対して,関数

9j(Q_{j},p_{\mathrm{j}}):= ( $\lambda$_{j}^{+}P_{j}(Q_{j},p_{j})-($\lambda$_{j}^{-}+p_{j})(1-P_{j}(Q_{j},p_{j}))Q_{j}-d_{j}(p_{j}) )
を定義する.ここで以下の補題を紹介する [6].

補題3. 関数 gj が単調であるための必要十分条件は

d_{j}'(p_{\mathrm{j}})\displaystyle \leq-(4$\alpha$_{j}\mathcal{F}_{j}(Q_{j},p_{j}))^{-1}(P_{j}(Q_{j},p_{j})+$\alpha$_{j}\frac{\partial P_{j}(Q_{j},p_{j})}{\partial p_{j}})^{2} (15)

である.ただし,  $\alpha$ j=$\lambda$_{j}^{+}+$\lambda$_{\overline{j}}+ 恥 とする.
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小売業者 j から市場 j へ提供される製品の販売価格坊は非負であるため,  $\alpha$ j は正となる.した
がって,(15) の右辺は負である.よって,条件 (15) は,市場 j における製品の需要関数砺は製品
価格 pj に関する強い意味での減少関数であることを表している.補題3を用いることで,変分不
等式問題 (10) の解の唯一性について以下の定理を得る.

定理4. 補題3の仮定が成り立っているとし,さらに g_{v} (v= 1, \cdots , n) , c_{u\mathrm{e}} (u= 1, \cdots ,  m, e=

1, \cdots ,  n) のうち狭義単調となるものが一つでも存在すると仮定する.この時,変分不等式問題 (10)
は解を持つならば唯一である.

4 数値実験

4.1 求解の方法

変分不等式問題 (11) における集合 K は微分不可能な関数で定義されているため,変分不等式問
題から直接解を求めることは困難である.そこで,今回は混合二次錐相補性問題に帰着させる.集
合 K は以下の通りに書き直すことができる:

K:=\{(q^{T},p^{T}, s^{T}, t^{T})^{T} | (q^{T},p^{\mathrm{T}})^{T}\in \mathbb{R}_{+}^{ $\sigma$},
(s_{il}, q_{i}^{T}B_{il}M_{il})^{T}\in \mathcal{K}^{1+n}(l=1, \cdots , i-1, i+1, \cdots , m, i=1, \cdots , m) ,

(t_{jr}, q_{j}^{T}$\Gamma$_{jr}N_{jr})^{T}\in \mathcal{K}^{1+m}(r=1, \cdots j-1,j+1, \cdots, n, j=1, \cdots , n)\}.
ただし,  $\sigma$:=mn+n であり, \mathcal{K}^{1+n} と \mathcal{K}^{1+m} はそれぞれ (1+n) 次元と (1+m) 次元の二次錐であ
る.ここで, (1+ $\zeta$) 次元の二次錐 \mathcal{K}^{1+ $\zeta$} とは以下のように定義されるものである:

\mathcal{K}^{1+ $\zeta$}:=\{y=(y_{1}, y_{2}^{T})^{T} |y_{1}\geq\Vert y_{2}\Vert, y_{1}\in \mathbb{R}, y_{2}\in \mathbb{R}^{ $\zeta$}\}.
また \mathcal{K}^{1} を \mathbb{R}_{+} によって定義する.また, \mathcal{K} と  $\theta$(x) を次のように定義する:

\displaystyle \mathcal{K}:=\mathbb{R}_{+}^{ $\sigma$}\mathrm{x}\prod^{m}\prod_{l\neq l}^{m}\mathcal{K}^{n+1}i=1l=1\mathrm{x}\prod_{j=1}^{n}\prod_{r=1,r\neq J}^{n}\mathcal{K}^{m+1},  $\theta$(x):= \left\{\begin{array}{l}
q\\
p\\
s_{12}\\
M_{12}B_{12}q_{1}\\
\\
s_{mm-1}\\
M_{mm-\mathrm{i}}B_{mm-\mathrm{l}}q_{m}\\
t_{12}\\
N_{12}$\Gamma$_{\mathrm{l}2}q_{1}\\
\\
t_{nn-1}\\
N_{nn-1}$\Gamma$_{nn-1}q_{n}
\end{array}\right\} .

したがって,(11) の K は K=\{x | $\theta$(x)\in \mathcal{K}\} と表せる.ゆえに,二次錐を含む変分不等式問題の
KKT 条件 (例えば,[16] 参照) から,(11) は次の混合二次錐相補性問題に再定式化できる:

Find (x,  $\lambda$)\in \mathbb{R}^{ $\nu$}\times \mathbb{R}^{ $\tau$}
such that F(x)-\nabla $\theta$(x) $\lambda$=0 , (16)

 $\theta$(x) \in \mathcal{K},  $\lambda$\in \mathcal{K},  $\theta$(x)^{T} $\lambda$=0.

ただし,  $\nu$:= $\sigma$+m(m-1)+n(n-1) ,  $\tau$:= $\sigma$+m(m-1)(n+1)+n(n-1)(m+1) である.
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4.2 数値例

この節では,数値実験を紹介する.今回の実験では,定式化した変分不等式問題 (11) を前節で
紹介した二次錐相補性問題 (16) へと変形し,それを二次錐相補性問題を解くためのソフトウェア
である ReSNA [8−10] を用いて数値的に求解した.

今回は製造業者,小売業者,市場ともに2つずつ存在するネットワークを想定して実験を行っ

た(図2参照).

造葉者

売業者

\mathrm{f} 場

図2: 数値実験で想定するネッ トワークのイメージ

今回の実験では,製造業者 i(i=1,2) の製造費用関数ゐとおよび小売業者 j (j=1,2) との取引
費用関数 %を

f_{1}(q_{i}., q_{-i}.) = (\displaystyle \sum_{j=1}^{2}q_{1j}) (2+2.5\sum_{j=1}^{2}q_{1j}+\sum_{j=1}^{2}q_{2j}) ,

f_{2}(q_{i}., q_{-i}.) = (\displaystyle \sum_{j=1}^{2}q_{2j}) (2+2.5\sum_{j=1}^{2}q_{2j}+\sum_{j=1}^{2}q_{1j}) ,

c_{ij}(q_{ij}) = 0.5q_{ij}^{2}+3.5q_{ij}, (i, j=1,2)

とし,小売業者 j の製品取り扱い費用関数 hj (j=1,2) を

h_{j} (q_{j}, q ・ -j ) =0.5(\displaystyle \sum_{i=1}^{2}q_{ij})^{2}
とした.また,在庫に関するパラメータは $\lambda$_{j}^{+}=$\lambda$_{\overline{j}}=1 (j=1,2) とし,市場 j (j=1,2) におけ

る製品の需要 \hat{d}_{j} は, [0, 10/pj] の範囲の一様分布に従うと仮定した.ここで,小売業者の取り扱い

費用関数は自身の変数にのみ依存しており,ほかの小売業者の変数には依存していないことを注
意しておく.つまり,今回の実験では,不確実性を考慮するのは製造業者のみとなる.一方,製造

業者の需要の不確実性を表す行列 M_{12} と M_{21} として,今回は

M_{12}= $\alpha$\left(\begin{array}{ll}
1 & 0\\
0 & 2
\end{array}\right), M_{21}= $\alpha$\left(\begin{array}{ll}
1 & 0\\
0 & 1
\end{array}\right)
とした.ただし,  $\alpha$ は不確実性の大きさを表す非負のパラメータであり,  $\alpha$=0 の場合は不確実性
が存在しないことを意味し,  $\alpha$ が大きくなるにつれて不確実性も大きくなる.また,  M_{12} と M_{21}

を比較すると (2, 2) 成分が M_{12} のほうが大きい.これは,製造業者1の製造業者2に対する不確
実性のほうが,製造業者2の製造業者1に対する不確実性よりも大きいことを意味している.

図3は不確実性のパラメータ  $\alpha$ を変化させたときの製品の流通量を表している.なお,同じマー

クを用いた系列は,グラフが重なっていることを意味している.図3を見ると,不確実性が大き
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くなるにつれて製造業者1の製品取扱量は減り,製造業者2の製品取扱量は増えている.これは,

不確実性の大きな製造業者1が保守的な意思決定を行った結果,製品取扱量が減少し,その分が製
造業者2の製品取扱量の増加につながったものととらえることができる.一方,小売業者‐市場間

の流通量も減少しているため,不確実性が大きくなるにつれてサプライチェイン全体のパフォー
マンスが低下していることが分かる.

 0.3^{\mathrm{R}}

0.

0.2
—製造業者]‐小売業老1

0.
\rightarrow 製造業者1‐小売業者2

0.1 —製造業者2‐小売業者]

0. \rightarrow 製造業者2‐小売業者2

—小売業者  1-市場1
0.0

—小売業者2‐市場2

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

a

図3: 製品の流通量の変化

5 おわりに

本論文では,需要の変動を考慮したロバストサプライチェインネットワーク均衡モデルを定式
化し,それを変分不等式問題へと再定式化して均衡解の存在性や唯一性について議論した.また,
数値実験を行い,不確実性の大きさと流通量の関係について検証を行った.均衡解の存在性や唯
一性の保証における条件の緩和や,より詳細な数値実験などは今後の課題である.
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